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― 平成２５年度 介護労働実態調査結果について ― 

（事業所における介護労働実態調査及び介護労働者の就業実態と就業意識調査） 

 

公益財団法人介護労働安定センターでは、平成 25 年度に実施した「事業所における介護労働実

態調査」、「介護労働者の就業実態と就業意識調査」の結果を以下のとおり取りまとめました。 

 結果は、当センターの H/P（http://www.kaigo-center.or.jp/report/）にも掲載しております。 

 

＜ ＜平成 25 年度実態調査の概要＞                    （   ）内は前年度を表わす。 

                           

（１）1年間[平成 24年 10月 1日から平成 25年 9月 30日]の離職率の状況は、全体では 16.6％

（17.0％）であった。また、採用率の状況は全体では 21.7％（23.3％）であった。 

 

（２） ・介護サービスに従事する従業員の過不足状況を見ると、全体では不足感（「大いに不足」＋

「不足」＋「やや不足」）は 56.5％（57.4％）であった。「適当」が 43.0％（42.0％）であった。 

 

・不足している理由については、「採用が困難である」が 68.3％（70.2％）、「事業拡大をした

いが人材が確保できない」が 19.3％（27.9％）であった。 

 

・採用が困難である原因は、「賃金が低い」が 55.4％、「仕事がきつい（身体的・精神的）」が

48.6％であった。 
 (注) 本調査項目は平成２５年度調査で新設。 

（３）介護サービスを運営する上での問題点を見ると、全体では「良質な人材の確保が難しい」が

54.0％（53.0％）、「今の介護報酬では人材の確保･定着のために十分な賃金を払えない」

が 46.9％（46.4％）であった。 

 

（４）介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応状況を見ると、「一時金の支給」が 60.9％

（55.6％）、「諸手当の導入・引き上げ」が 48.6％（44.1％）、「基本給の引き上げ」が 29.4％

（26.5％）、「教育研修の充実」が 20.3％（20.9％）であった。 

 

（５）労働者の所定内賃金[月給の者]は 212,972 円（211,900 円）であった。 

(注) 労働者：事業所管理者（施設長）を除く。  

   

（６）仕事を選んだ理由のうち、「働きがいのある仕事だから」が 54.0％（54.9％）となっている。 

 

（７）労働条件等の不満では、「人手が足りない」45.0％（42.4％）、「仕事内容のわりに賃金が低

い」43.6％（43.3％）、｢有給休暇が取りにくい｣34.5％（35.6％）、「身体的負担が大きい（腰痛

や体力に不安がある）」31.3％（30.0％）となっている。 
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◎ 調査対象、調査方法 

(1) 「事業所における介護労働実態調査」 

調査対象は、全国の介護保険サービス事業を実施する事業所から抽出。  

① 調査対象 17,065 事業所  ② 回答数 7,808 事業所  ③ 回答率 45.8％（前年度 43.5％）      

   

     (2) 「介護労働者の就業実態と就業意識調査」 

調査対象は、上記の事業所から一事業所当たり、介護にかかわる労働者 3名を上限に抽出。  

 ①調査対象 51,195 人  ②回答数 18,881 人  ③ 回答率 36.9％（前年度 36.1％） 

 

■ 事業所における介護労働実態調査結果 ■ 

 

Ⅰ 雇用管理の状況 

  

１ 訪問介護員、介護職員の 1 年間（平成 24 年 10 月 1 日から平成 25 年 9 月 30 日まで）の採用率・

離職率･･･採用率 21.7％、離職率 16.6％ 

＜1 年間の採用率・離職率＞                                                                 （％） 

  (注 1) 2 職種計の回答事業所数については、訪問介護員、介護職員の両者に回答があってもひとつの 

事業所数とカウントするので、職種別の項目の合計と一致しない。 

非正規職員計の回答事業所数も同様に、常勤労働者、短時間労働者の合計と一致しない。 

  (注 2) 採用率、離職率等の計算式は、10 ページの「1 調査で使用された主な用語の定義（6）」を参照。 

 

２ 早期離職防止や定着促進のための方策（複数回答） ・・・「労働時間（時間帯・総労働時間）の希望

を聞いている」が 63.4％   

＜早期離職防止や定着促進のための方策＞ （複数回答）                            （％） 
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全体 6,627 63.4 63.3 56.3 48.7 43.2 41.9 38.9 38.0 34.2 33.7 32.8 30.7 30.2 27.8 24.9 22.6 17.2 9.2

訪問系 2,007 74.9 62.1 59.8 40.1 38.5 37.7 33.2 33.0 44.1 34.1 28.8 26.8 34.8 28.6 19.6 18.7 14.4 5.3

施設系（入所型） 2,082 52.5 64.6 55.3 63.4 55.7 48.1 43.0 40.0 29.9 38.0 38.3 36.4 32.5 29.3 33.6 30.5 19.6 13.2

施設系（通所型） 2,414 63.5 63.8 54.6 43.8 36.9 40.3 40.7 40.6 29.6 30.0 31.6 29.5 23.9 26.2 22.1 19.3 17.5 9.2

（注1）「その他」は省略。 （注2）「無回答」は省略。　以下同じ。
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非正規職員　計 4,683 23.9 17.6 6.2 43.5 32.0

常勤労働者 2,489 31.2 22.1 9.1 46.1 29.7

短時間労働者 4,191 21.5 16.2 5.3 42.4 33.0

2,580 19.2 14.0 5.2 36.8 36.1

4,799 22.7 17.7 5.1 39.9 33.4
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３ 従業員の過不足の状況 ・・・ 全体では不足感（大いに不足＋不足＋やや不足）が 56.5％、 

「適当」が 43.0％ 

   ＜従業員の過不足状況＞                                    （％） 

 

４ 不足している理由 ・・・ 「採用が困難である」が 68.3％ 

＜不足している理由＞         （％） 

 

５ 採用が困難である原因 ・・・「賃金が低い」が 55.4％ 

  ＜採用が困難である原因＞                      （％） 

  

６ 雇用管理責任者の選任状況・・・ 全体では「選任している」が 49.1％ 

  ＜雇用管理責任者の選任状況＞                       （％） 
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（注1）４の「不足している理由」として、「採用が困難である」と回答した事業所数

（注2）本調査項目は平成２５年度調査で新設
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全 体 7,808 6,108 5.7 19.8 31.0 43.0 0.5 56.5

訪問介護員 7,808 2,671 14.9 27.1 31.6 25.7 0.6 73.6

サービス提供責任者 7,808 2,237 3.8 9.5 13.5 71.8 1.5 26.8

介護職員 7,808 4,648 5.6 17.1 28.7 46.6 2.0 51.4

看護職員 7,808 3,991 7.4 13.5 22.2 55.7 1.3 43.1

生活相談員 7,808 3,258 1.0 3.8 12.0 82.2 1.0 16.8

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 7,808 1,444 2.6 8.7 19.9 67.8 1.0 31.2

介護支援専門員 7,808 3,635 2.0 5.5 15.5 75.6 1.3 23.0

（注）PT･OT･ST等 : PT（理学療法士）、OT（作業療法士）、ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員、以下同じ。
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Ⅱ 訪問介護員、介護職員に対する教育・研修の状況 

 

１ 人材育成の取組みのための方策 （複数回答） ･･･「教育・研修計画を立てている」が 59.3％ 

＜人材育成の取組みのための方策＞（複数回答）                          （％） 

 

 

２ 過去 1年間の教育・研修の内容 （複数回答)・・・「介護技術・知識」が 78.0％ 

＜過去１年間の教育・研修内容＞（複数回答）                   （％） 

 

 

Ⅲ 運営上の課題 

 

１ 介護サービスを運営する上での問題点 (複数回答)・・・「良質な人材の確保が難しい」が 54.0％ 

＜介護サービスを運営する上での問題点＞（複数回答、最大３つまで）                （％） 
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い

る

経

営
（

収

支
）

が

苦

し

く
、

労

働

条

件

や

労

働

環

境

の

改

善

を

し

た

く

て

も

出

来

な

い

教

育

・

研

修

の

時

間

が

十

分

に

取

れ

な

い

新

規

利

用

者

の

確

保

が

難

し

い

介

護

従

事

者

の

介

護

業

務

に

関

す

る

知

識

や

技

術

が

不

足

し

て

い

る

介

護

従

事

者

の

介

護

業

務

に

臨

む

意

欲

や

姿

勢

に

問

題

が

あ

る

管

理

者

の

指

導

・

管

理

能

力

が

不

足

し

て

い

る

利

用

者

や

利

用

者

の

家

族

の

介

護

サ
ー

ビ

ス

に

対

す

る

理

解

が

不

足

し

て

い

る

経

営

者

・

管

理

者

と

職

員

間

の

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

が

不

足

し

て

い

る

介

護

従

事

者

間

の

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

が

不

足

し

て

い

る

介

護

保

険

の

改

正

等

に

つ

い

て

の

的

確

な

情

報

や

説

明

が

得

ら

れ

な

い

雇

用

管

理

等

に

つ

い

て

の

情

報

や

指

導

が

不

足

し

て

い

る

そ

の

他

特

に

問

題

は

な

い

7,808 54.0 46.9 30.7 26.8 24.8 24.3 12.5 8.6 6.9 4.9 4.7 4.3 3.9 2.1 2.0 4.1



 5 

２ 介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応状況 (複数回答) ・・・「一時金の支給」が 60.9％ 

＜介護職員処遇改善加算に伴う経営面での対応状況＞   （％） 

 
 

 

Ⅳ 労働者の個別状況(個別調査結果) 

7,808 事業所で介護労働に従事する者 76,886 人の状況。 

（注）労働者：事業所管理者（施設長）を除く。 

 

１ 年齢･･･平均年齢は全体 45.6歳、訪問介護員 51.9 歳、介護職員 42.3歳 

＜年齢＞ 

 

  

２ 保有資格 （複数回答）･･･介護職員初任者研修 48.6％、介護福祉士 35.1％ 

＜保有資格＞ （複数回答）                             （％） 

 
 

  

回

答

事

業

所

数

一

時

金

の

支

給

諸

手

当

の

導

入

・

引

き

上

げ

基

本

給

の

引

き

上

げ

教

育

研

修

の

充

実

非

正

規

職

員

か

ら

正

規

職

員

へ

の

登

用

昇

進

・

昇

格

要

件

の

明

確

化

そ

の

他

5,851 60.9 48.6 29.4 20.3 16.7 9.9 2.3

労働者

個別人数

（人）

平均年齢

（歳）

全体 76,886 45.6

訪問介護員 16,117 51.9

サービス提供責任者 2,756 47.2

介護職員 34,602 42.3

看護職員 7,629 48.5

介護支援専門員 2,483 47.7

生活相談員または支援相談員 3,498 41.3

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 1,501 37.6

 (注）他の職種は省略。

労

働

者

個

別

人

数

介

護

職

員

初

任

者

研

修

介

護

福

祉

士

看

護

師

・

准

看

護

師

介

護

支

援

専

門

員

Ｐ

Ｔ

・

Ｏ

Ｔ

・

Ｓ

Ｔ

等

社

会

福

祉

士

管

理

栄

養

士

・

栄

養

士

実

務

者

研

修

福

祉

用

具

専

門

相

談

員

そ

の

他

の

資

格

無

資

格

76,886 48.6 35.1 12.7 8.3 1.9 1.6 1.5 1.5 0.5 6.0 4.8



 6 

３ 所定内賃金（月給の者）･･･平均賃金  労働者：212,972 円、事業所管理者（施設長）：352,197円 

                  （注）労働者：事業所管理者（施設長）を除く。 

＜所定内賃金＞ 

 

 

Ⅴ 法人・事業所の概況 

１ 法人格（経営主体） ・・・民間企業が 53.0％ 

＜法人格（経営主体）＞                     （％） 

 

 

２ 介護サービス以外の事業の実施・・・56.2％が実施 

＜介護サービス以外の事業の実施＞           （％）  

  

労

働

者

個

別

人

数
（

人
）

平

均

賃

金

（

円

／

月
）

労

働

者

個

別

人

数
（

人
）

平

均

賃

金

（

円

／

日
）

労

働

者

個

別

人

数
（

人
）

平

均

賃

金

（

円

／

時

間
）

全体 34,956 212,972 1,801 8,385 29,724 1,134

訪問介護員 2,011 188,208 207 8,984 10,647 1,269

サービス提供責任者 1,963 214,664 48 8,293 348 1,161

介護職員 18,355 194,709 1,120 7,822 11,911 924

看護職員 3,787 262,472 149 9,985 2,851 1,407

介護支援専門員 1,916 249,942 *19 *8,581 192 1,275

生活相談員または支援相談員 2,630 233,872 47 8,199 484 971

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 997 273,460 *28 *16,796 258 2,114

(注）他の職種は省略。

事業所管理者（施設長） 5,475 352,197 - - - -

(注）「＊」印があるデータは、サンプル数（回答数）が少なく（30未満）参考値の位置付け。

時間給の者日給の者月給の者

民
間

企

業

社
会

福

祉

法
人

医
療

法

人

社
会

福

祉

協
議

会

Ｎ
Ｐ

Ｏ
（

特
定

非

営

利

活
動

法

人
）

協
同

組

合

（

農

協

・

生
協
）

社
団

法

人

・
財

団

法

人

地
方

自

治

体
（

市

区

町

村
、

広

域

連
合

を

含

む
）

そ
の

他

全体  53.0 17.9 9.8 5.9 5.3 2.3 2.2 1.1 0.9

訪問系 62.4 5.8 7.6 7.1 5.6 4.0 4.0 1.0 1.0

施設系（入所型） 35.0 39.5 14.7 1.6 2.7 0.6 1.6 1.9 0.8

施設系（通所型） 57.1 14.1 8.2 8.2 7.2 1.9 0.9 0.3 0.7

介

護

保

険

サ
ー

ビ

ス

以

外

の

介

護

・

福

祉

・

医

療

関

係

の

事

業

を

実

施

介

護

・

福

祉

・

医

療

関

係

以

外

の

事

業

を

実

施

全体 7,808 41.7 56.2 80.8 24.7

訪問系 2,904 35.1 62.9 82.2 22.4

施設系（入所型） 2,162 48.4 49.9 81.4 25.1

施設系（通所型） 2,536 43.6 54.4 79.0 27.0

（注）「実施している内訳」は、「実施している」と回答した事業所数を100とした割合。

回

答

事

業

所

数

実

施

し

て

い

る

実

施

し

て

い

な

い

実施している内訳

（複数回答）
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３ 実施している介護サービスの種類（複数回答）･･･通所介護 40.8％、訪問介護 36.9％ 

   居宅介護支援 34.0％、 

＜実施している介護サービスの種類＞ (介護給付におけるサービス)（複数回答）            （％） 

 

 

４ 職種別の従業員割合･･･介護職員 48.6％、訪問介護員 23.2％  

＜職種別の従業員数＞                                      （％） 

 

 

■ 介護労働者の就業実態と就業意識調査 ■ 

 

Ⅰ 仕事についての考え方 

１ 現在の仕事を選んだ理由（複数回答） ・・・ 「働きがいのある仕事だと思ったから」が 54.0％ 

＜仕事を選んだ理由＞                                     （％） 

 

 

  

通

所
介

護

訪

問
介

護

居

宅
介

護
支

援

認

知
症

対
応

型
共

同
生

活

介

護

短

期
入

所
生

活
介

護

訪

問
看

護

介

護
老

人
福

祉
施

設

通

所
リ

ハ
ビ

リ
テ
ー

シ
ョ

ン 認

知
症

対
応

型
通

所
介

護

特

定
施

設
入

居
者

生
活

介

護 小

規
模

多
機

能
型

居
宅

介

護 介

護
老

人
保

健
施

設

短

期
入

所
療

養
介

護

訪

問
入

浴
介

護

福

祉
用

具
貸

与

7,808 3,182 2,879 2,653 968 847 661 612 433 393 385 319 288 272 245 223

(回答事業所数） 40.8 36.9 34.0 12.4 10.8 8.5 7.8 5.5 5.0 4.9 4.1 3.7 3.5 3.1 2.9

定員数（人） 24.4人 － － 15.4人 16.0人 － 70.6人 38.7人 11.1人 53.8人 23.7人 90.0人 43.6人 － －

利用者数（人）

（9月１ｶ月）
56.5人 37.9人 66.8人 － 44.2人 49.4人 － 71.9人 30.0人 － 20.1人 － 22.6人 31.4人 104.6人

（注２）予防給付の全てのサービスは省略。

（注１）介護給付サービスのうち、特定福祉用具の販売、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、介護療養型医療施設、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、複合型、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は省略。

常
勤
労

働
者

短
時
間

労
働
者

勤
務
形

態
が
不
明

訪問介護員 4,216 23.2 42,012 7.6 92.4 17.5 23.7 76.3 79.0 4.1 95.9 6.6 70.7 22.7 3.5 7.3 92.7

サービス提供責任者 2,609 3.6 6,534 12.3 87.7 77.3 13.5 86.5 18.9 4.9 95.1 49.1 24.5 26.4 3.8 24.6 75.4

介護職員 5,489 48.6 87,909 24.8 75.2 56.7 32.6 67.4 41.0 14.0 86.0 31.6 47.9 20.5 2.3 25.9 74.1

看護職員 5,060 11.3 20,462 5.3 94.7 53.8 6.5 93.5 43.6 2.7 97.3 16.3 67.2 16.5 2.6 23.8 76.2

生活相談員 3,987 4.4 7,927 39.0 61.0 82.4 43.3 56.7 13.9 13.8 86.2 35.8 40.0 24.3 3.7 36.8 63.2

ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ等 3,345 2.8 5,031 47.8 52.2 66.1 50.6 49.4 31.3 42.2 57.8 9.7 73.5 16.8 2.6 41.5 58.5

介護支援専門員 5,099 6.1 10,947 21.9 78.1 80.3 24.5 75.5 15.9 8.2 91.8 38.5 42.4 19.1 3.8 25.2 74.8

合　　計(＊) 180,822 19.2 80.8 50.8 28.3 71.7 46.4 9.2 90.8 20.1 58.9 21.0 2.8 21.3 78.7

（注１）「職種別の構成割合(人数比率)」は「合計
(＊)

の人数（人）」を100とした割合。

（注２） 職種別での「その他」の職種は省略。

非正規職員 就業形態が不明

合
計
（

職
種
別
従

業
員
数

に
お
け
る
割
合
）

男
性

女
性

女
性

女
性

勤務形態別 合
計
（

職
種
別
従

業
員
数

に
お
け
る
割
合
）

男
性

回

答
事
業
所
数

合計 正規職員

職
種

別
の
構
成
割
合

（

人
数
比
率
）

人
数
（

人
）

男
性

女
性

合
計
（

職
種
別
従

業
員
数

に
お
け
る
割
合
）

男
性

 　

　

　

回

答

数

働

き

が

い

の

あ

る

仕

事

だ

と

思
っ

た

か

ら

今

後

も

ニ
ー

ズ

が

高

ま

る

仕

事

だ

か

ら

資

格

・

技

能

が

活

か

せ

る

か

ら

人

や

社

会

の

役

に

立

ち

た

い

か

ら

お

年

寄

り

が

好

き

だ

か

ら

介

護

の

知

識

や

技

能

が

身

に

つ

く

か

ら

身

近

な

人

の

介

護

の

経

験

か

ら

生

き

が

い

・

社

会

参

加

の

た

め

自

分

や

家

族

の

都

合

の

よ

い

時

間
（

日
）

に

働

け

る

か

ら

他

に

よ

い

仕

事

が

な

い

た

め 給

与

等

の

収

入

が

多

い

か

ら そ

の

他

特

に

理

由

は

な

い

  全  体 18,881 54.0 36.9 36.9 33.6 25.4 25.1 17.2 16.4 15.7 10.9 4.0 4.6 3.1

正規職員 12,768 55.2 38.6 36.2 34.3 26.0 22.2 16.0 15.0 7.3 10.7 3.8 4.9 3.6

非正規職員 5,465 51.7 34.0 38.8 32.3 23.6 31.3 19.6 19.3 34.6 11.4 4.5 3.9 2.0
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２ 現在の仕事の満足度 ・・・ 「仕事の内容・やりがい」が 53.6％ 

＜現在の仕事の満足度（満足＋やや満足）＞                      (％) 

 

 

３ 介護関係の仕事の継続意志 ・・・ 「働き続けられるかぎり」が 54.9％ 

＜介護関係の仕事（今の仕事）の継続意志について＞     （％） 

 
 

Ⅱ 働く上での悩み、不安、不満等について 

 

 労働条件等についての悩み、不安、不満等（複数回答） ・・・ 「人手が足りない」が 45.0％ 

＜労働条件等の悩み、不安、不満等＞                                         （％） 

 

 

Ⅲ 前職の状況等について 

１ 前職のある人の状況 ・・・ 「介護サービスの仕事ではない」が 56.5％ 

＜前職の状況＞                                          （％） 

 

　

　

　

回

答

数

仕

事

の

内

容

･

や

り

が

い 職

場

の

人

間

関

係
、

コ

ミ
ュ

ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン

職

場

の

環

境

雇

用

の

安

定

性

労

働

時

間

･

休

日

等

の

労

働

条

件

勤

務

体

制

職

業

生

活

全

体

福

利

厚

生

キ
ャ

リ

ア

ア
ッ

プ

の

機

会 人

事

評

価

･

処

遇

の

あ

り

か

た

教

育

訓

練

･

能

力

開

発

の

あ

り

方

賃

金

全　体 18,881 53.6 46.7 39.3 35.9 31.1 27.6 26.0 25.8 24.6 19.8 19.3 18.2

正規職員 12,768 53.7 45.8 38.9 38.1 29.7 26.5 26.5 28.2 27.4 20.2 20.1 17.9

非正規職員 5,465 54.3 49.2 41.1 31.3 34.6 30.5 25.2 20.6 18.3 19.4 17.8 19.4

 　

回

答

数

半

年

程

度

１
～

２

年

程

度

続

け

た

い

３
～

５

年

程

度

続

け

た

い

６
～

１

０

年

程

度

続

け

た

い

働

き

続

け

ら

れ

る

か

ぎ

り

わ

か

ら

な

い

  全  体 18,881 1.7 5.9 10.3 5.7 54.9 20.7

正規職員 12,768 1.8 4.9 9.3 5.7 55.8 21.8

非正規職員 5,465 1.8 7.9 12.4 5.6 53.5 18.1

 

回

答

数

人

手

が

足

り

な

い

仕

事

内

容

の

わ

り

に

賃

金

が

低

い

有

給

休

暇

が

取

り

に

く

い

身

体

的

負

担

が

大

き

い

（

腰

痛

や

体

力

に

不

安

が

あ

る
）

精

神

的

に

き

つ

い

業

務

に

対

す

る

社

会

的

評

価

が

低

い

休

憩

が

取

り

に

く

い

夜

間

や

深

夜

時

間

帯

に

何

か

起

き

る

の

で

は

な

い

か

と

不

安

が

あ

る

健

康

面
（

感

染

症
、

怪

我
）

の

不

安

が

あ

る 労

働

時

間

が

不

規

則

で

あ

る

福

祉

機

器

の

不

足
、

機

器

操

作

の

不

慣

れ
、

施

設

の

構

造

に

不

安

が

あ

る

労

働

時

間

が

長

い

不

払

い

残

業

が

あ

る

・

多

い

労

働

条

件

・

仕

事

の

負

担

に

つ

い

て

特

に

悩

み
、

不

安

・

不

満

等

は

感

じ

て

い

な

い

職

務

と

し

て

行

う

医

的

な

行

為

に

不

安

が

あ

る

雇

用

が

不

安

定

で

あ

る

仕

事

中

の

怪

我

な

ど

へ

の

補

償

が

な

い

正

規

職

員

に

な

れ

な

い

そ

の

他

全  体 18,881 45.0 43.6 34.5 31.3 28.5 28.2 26.8 21.0 14.3 13.4 11.8 10.8 9.2 9.2 8.9 7.6 5.9 5.1 3.5

訪問系 7,963 38.2 37.2 28.6 26.9 27.4 27.4 20.9 13.9 13.0 13.6 4.6 9.6 6.4 11.7 5.9 7.5 5.4 4.9 3.4

施設系（入所型） 4,608 58.4 55.1 44.6 41.3 35.4 34.0 32.1 45.6 17.9 19.7 21.5 12.8 12.4 3.8 16.0 6.7 7.3 4.5 3.5

施設系（通所型） 5,657 43.8 43.5 35.2 29.3 24.3 25.1 30.9 10.9 13.5 8.2 14.1 11.3 10.7 9.9 7.5 8.5 5.6 5.9 3.5

 　

回

答

数

前

職

な

し

前

職

あ

り

前

職

あ

り

回

答

数

あ

る

な

い

直

前

は

介

護

の

仕

事
（

は

い
）

直

前

は

介

護

の

仕

事
（

い

い

え
）

正

規

職

員

非

正

規

職

員

数
ヵ

月

以

下

半

年

程

度

1

年

程

度

2

年

程

度

3

年

程

度

4

年

程

度

5

年

以

上

（

再

掲
）

１

年

未

満

全  体 18,881 15.3 79.5 15,014 69.0 26.9 39.9 56.5 5,984 56.0 39.0 3.9 6.0 14.9 16.7 14.3 9.6  30.1 24.8 

正規職員 12,768 19.1 76.3 9,738 69.0 26.6 42.3 54.0 4,118 63.8 31.1 3.6 5.6 14.5 17.0 14.5 9.6  30.7 23.7 

非正規職員 5,465 7.2 88.0 4,807 69.3 27.3 34.9 61.9 1,678 38.0 57.2 4.9 7.1 15.1 16.3 13.6 9.7  28.8 27.2 

直前の仕事の勤続年数
卒業後の仕

事の有無
回

答

労

働

者

数

（

直

前

は

介

護

の

仕

事
）

介護・福

祉・医療分

野以外の仕

事の経験

直前の仕事

の内容

直前の介護の

仕事の就業形

態



 9 

２ 現在の法人に就職した理由（複数回答） ・・・ 「働きがいのある仕事だと思ったから」が 40.0％ 

＜現在の法人に就職した理由＞                                  （％） 

 

 

３ 直前の介護の仕事をやめた理由（複数回答） ・・・  

「職場の人間関係に問題があったため」が 24.7％ 

＜直前の介護の仕事をやめた理由＞                                （％） 

 

 

 

Ⅳ 回答労働者の基本属性 

 

   ＜介護労働者の職種・性別構成＞                       （％） 

     

 

回

答

数

働

き

が

い

の

あ

る

仕

事

だ

と

思
っ

た

か

ら

資

格

・

技

能

が

活

か

せ

る

か

ら

や

り

た

い

職

種

・

仕

事

内

容

だ

か

ら

通

勤

が

便

利

だ

か

ら

人

や

社

会

の

役

に

立

ち

た

い

か

ら

労

働

日
、

労

働

時

間

が

希

望

と

あ
っ

て

い

る

か

ら

賃

金

等

の

水

準

が

適

当

だ

か

ら

法

人

の

方

針

や

理

念

に

共

感

し

た

か

ら

経

営

が

健

全

で

将

来

的

に

安

定

し

て

い

る

か

ら

福

利

厚

生

が

充

実

し

て

い

る

か

ら

教

育

研

修

等

が

充

実

し

て

い

る

か

ら

子

育

て

支

援

が

充

実

し

て

い

る

か

ら

そ

の

他

理

由

は

特

に

な

い

全  体 18,881 40.0 39.4 38.8 38.1 25.9 23.0 9.5 8.5 8.5 6.0 2.9 2.8 5.7 7.4

正規職員 12,768 40.4 38.7 40.0 35.3 25.9 16.4 9.2 9.6 9.1 6.9 3.1 2.7 6.2 8.4

非正規職員 5,465 39.0 41.6 36.4 44.5 25.9 38.2 10.6 6.4 7.3 4.3 2.3 3.2 4.8 5.2

 

回

答

数

職

場

の

人

間

関

係

に

問

題

が

あ
っ

た

た

め

法

人

や

施

設

・

事

業

所

の

理

念

や

運

営

の

あ

り

方

に

不

満

が

あ
っ

た

た

め

他

に

良

い

仕

事

・

職

場

が

あ
っ

た

た

め 収

入

が

少

な

か
っ

た

た

め

自

分

の

将

来

の

見

込

み

が

立

た

な

か
っ

た

た

め

新

し

い

資

格

を

取
っ

た

か

ら

結

婚

・

出

産

・

妊

娠

・

育

児

の

た

め

人

員

整

理

・

勧

奨

退

職

・

法

人

解

散

・

事

業

不

振

等

の

た

め

家

族

の

介

護

・

看

護

の

た

め

自

分

に

向

か

な

い

仕

事

だ
っ

た

た

め

病

気

・

高

齢

の

た

め

家

族

の

転

職

・

転

勤
、

又

は

事

業

所

の

移

転

の

た

め

定

年

・

雇

用

契

約

の

満

了

の

た

め

そ

の

他

全体 5,984 24.7 23.3 18.6 17.6 15.1 10.1 9.1 6.0 4.3 4.1 3.8 3.5 3.3 12.7

正規職員 4,118 25.5 25.8 20.7 19.9 17.6 11.9 6.5 5.9 3.0 4.1 3.5 3.0 2.3 12.8

非正規職員 1,678 22.6 17.9 13.2 12.2 8.8 5.8 15.9 6.4 7.0 3.6 4.5 4.8 5.7 12.6

 男 女

全  体 18,881 20.9 76.8 44.0

訪問介護員 2,919 10.7 86.4 47.7

サービス提供責任者 1,765 15.2 82.4 46.6

看護職員 1,921 5.7 91.5 46.1

介護職員 8,017 25.2 73.0 41.2

生活相談員 1,226 38.9 59.2 39.9

介護支援専門員 2,097 18.5 78.7 48.9

PT・OT・ST等 266 52.3 46.6 35.4

その他 463 44.3 54.4 43.4

平均年齢

（歳）

（注）PT･OT･ST等 : PT（理学療法士）、OT（作業療法士）、ST（言語聴覚士）等の機能訓練指導員。

　回答数
性別
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◎ 本調査における用語の定義 

１ 調査で使用された主な用語の定義 

（１） 就業形態について 

① 「正規職員」とは、本調査では、雇用している労働者で雇用期間の定めのない者をい

う。 

②「非正規職員」とは、本調査では、正規職員以外の労働者（契約職員、嘱託職員、パー

トタイム労働者等）をいう。 

（２） 勤務形態について 

① 常勤労働者とは、1 週の所定労働時間が主たる正規職員と同じ者。  

② 短時間労働者とは、1 週の所定労働時間が主たる正規職員に比べ短い者。 

     ※労働者調査では、非正規職員を所定労働時間「正規職員と同じ」と所定労働時間「正

規職員より短い」との二つに分類した。 

（３） 訪問介護員について 

介護保険法の指定を受けた訪問介護事業所で働き、高齢者等の家庭を訪問して家事など

の生活援助、入浴などの身体介護を行う者をいう。 

（４） 介護職員について 

    訪問介護以外の介護保険法の指定介護事業所で働き、直接介護を行う者をいう。 

（５） 介護保険サービス系型区分について 

本調査では、主な介護サービスの種類を下記の介護保険サービス系型に区分した。 

・訪問系  ・施設系（入所型） ・施設系（通所型） ・その他    

※詳細については、各報告書の「主な用語の定義」を参照されたい。  

（６） 採用率、離職率は下記の式による。 

採用率＝平成 25 年度(注 1)の採用者数÷平成 24 年 9 月 30 日の在籍者数(注 2)×100 

離職率＝平成 25 年度の離職者数÷平成 24 年 9 月 30 日の在籍者数×100 

増加率＝平成 25 年度の（採用者数－離職者数）÷平成 24 年 9 月 30 日の在籍者数×100 

（注１）平成 25 年度とは、平成 24 年 10 月 1 日から平成 25 年 9 月 30 日までをいう。 

（注２）平成 24 年 9 月 30 日の在籍者数は、採用者数・離職者数について回答のあった事業

所における平成 25年 9月 30日の職種別在籍者数(注 3)－採用者数＋離職者数である。 

（注３）平成 25 年 9 月 30 日の職種別在籍者数は、採用者数・離職者数について回答のあっ

た事業所における平成 25 年 10 月 1 日の職種別在籍者数を用いている。 

 

２ その他の用語の定義 

その他の用語の定義については、各報告書の「主な用語の定義」を参照されたい。 

◎ 調査研究体制 

【調査検討委員会メンバー】 

座長 佐藤博樹 東京大学大学院情報学環 教授 社会科学研究所（兼務） 

    田中雅子    公益社団法人 日本介護福祉士会 名誉会長 

    堀田聰子    独立行政法人 労働政策研究・研修機構 人材育成部門 研究員 

    久志 実    公益財団法人 介護労働安定センター 理事長 

 

【諮問委員会メンバー】 

   松下 洋三 一般社団法人 全国介護事業者協議会 理事 

松本 敦 公益社団法人 全国老人福祉施設協議会 副会長 

三根浩一郎 公益社団法人 全国老人保健施設協会 副会長 

葛西 裕之 一般社団法人 全国特定施設事業者協議会 理事 

香取 幹 一般社団法人 日本在宅介護協会 常任理事 労務委員会委員 
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◎ 調査の概要 

１ 調査対象 

（１）「事業所における介護労働実態調査」は、全国の介護保険サービス事業を実施する事

業所のうちから無作為抽出（17,500 事業所）してアンケート調査を実施した。 

うち有効調査事業所数 17,065 事業所で有効回答のあったのは 7,808 事業所であった。

（有効回答率 45.8％） 

（２）「介護労働者の就業実態と就業意識調査」は、上記の事業所の中から一事業所あたり介

護にかかわる労働者 3 名を上限に、無作為に選出した 52,500 人に対し調査票を配布し

て、アンケート調査を実施した。 

うち有効対象労働者数 51,195 人で有効回答のあったのは 18,881 人であった。 

（有効回答率 36.9％） 

 

２ 調査対象期日 

原則として平成 25 年 10 月 1 日とした。 

 

３ 調査実施期間 

平成 25 年 10 月 1 日～10 月 31 日 

「事業所における介護労働実態調査」と「介護労働者の就業実態と就業意識調査」を同時に

実施した。 

 

４ 調査の方法 

・「事業所調査」：上記 1（１）の事業所に対し、調査票を郵送にて配布し、郵送にて回収し

た。 

・「労働者調査」：上記事業所に労働者調査票 3 通を同送し、同事業所で最も売上げの多い介

護サービスの種類（以下「主とする介護サービスの種類」という。）により指定した職種の

者 3 名を選んでもらい、調査への協力を依頼した。回収については、回答者から直接、郵

送にて回収した。 

 

 

《（公財）介護労働安定センターの概要》 

公益財団法人介護労働安定センターは、介護労働の総合的支援機関として平成４年４月

に設立され、同年７月に労働大臣（現厚生労働大臣）から「介護労働者の雇用管理の改善

等に関する法律」にもとづく指定法人として指定された公益法人です。 

 当センターでは、介護労働者の福祉の増進と魅力ある職場づくりをめざして、雇用管理

の改善、能力の開発・向上及び介護労働者の適正な需給調整のための援助などを通じて、

介護労働の重要性の認識と介護労働者の意識の向上を醸成するなど、介護労働に対するさ

まざまな支援事業を実施しています。 

 


